
１．問題の所在

―子育て支援プログラム構築・実践の背景―

当実践研究への取組みの始動に当たっては、次の

社会的背景を鑑みて設定した。

先ず、周知の通り、２００５年「次世代育成支援対策推

進法」の施行による市町村・都道府県の行動計画、一

般事業主・特定事業主への行動計画＜１０ヵ年計画「子

ども・子育て支援プラン」＞の策定が義務付けられ、

公的対象機関はあらゆる手法で「子ども・子育て支援

プラン」を所轄地域に下ろして実践に反映できる企画

書の策定を行ってきたことが挙げられる。

第２に、第１の計画に対して、２００６年福井県１は「父

親子育て応援企業」・「父親の子育て力向上推進事業」

への支援をスタートさせ、県下の企業主に対して、マ

ーケティングリサーチから、その実践体制状況の情報

をまとめ、行動計画から実践へ躍進している企業を表

彰するという行動を起こしたことにある。

第３に、前述の、国を挙げての法整備や行動計画か

ら実践への確かな歩みが進む反面、福井県の家庭にみ

る父親の育児参加の実態が不明確なままであることに

疑念を抱き、実践を通して父親の育児参加の実態把握

に努めようとしたことである。

第４に、保育士養成機関として専門性を生かした「お

父さん、そして家族のためのおもしろ絵本学講座」の

開催を実践することで、父親の育児に対する緩やかな

姿勢と実践へのアプローチを試みること、さらに、そ

れらの実践から、父親参加の企業向けワークショップ

（集客型支援・出前型支援）がいかに有効に浸透する

か、家庭における育児支援に生かされるか、講座の開

催を通して福井県の実態を認識することを念頭におい

て、究明の道筋を立案した。

父親の育児参加は子どもや母親にとって安定した生活観を保持する上で大切なことであること

は周知の通りである。次世代育成支援対策推進法の施行により、都道府県、市町村の子育て支援

に対する具体策の実施が各地で始まり、福井県でも「父親子育て応援企業」・「父親の子育て力

向上推進事業」への支援をスタートさせ、父親の育児参加への方向性を明確化しようとしている。

その中で、特に父親を取り巻く環境における体制作りから具体的育児実践法への試みがより必要

となって来た。拠って、その実践活動を保育士養成機関が実施した場合にみる、望ましい活動の

在り方をワークショップを通して検証したものである。結果として出前型実践講座が幅広い父親

の育児参加と家庭における実践につながることが判明した。
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２．実践研究の主旨

第１に、講座の開講パターンにみる育児参加の共通

点と相違点の分析を行う。それによって、父親の育児

に対する興味付けの可能性を明確にすることと、育児

参加の具体的実践へ導くことである。

第２に、全国の保育士養成機関がそれぞれの機関の

特異性を基盤に子育て支援の役割を担い、それぞれの

立地条件の中で専門性を実践へ導く体制をとっている。

当該研究では、学生をその実践の担い手として実施し

た場合の機関の役割と学生、指導教員、そして、父親

を中心にした受講生の相互関係の検証を試みる。

３．先行研究から提示された課題

数多くの子育て支援に関する実践・調査研究がなさ

れているが、それらの先行研究において問題提起され

た子育て支援実践研究のあり方や実践の進め方等につ

いて観点を集約してみていくと、次のようなことが挙

げられる。

先ず、母親を主体とした子育て支援への偏重がある

る（宮内２００６２／佐々木２００６３）。子育て支援の対象は

「母親」といった固定観念にとらわれている傾向があ

り、母親自身の意識改革、周囲の子育て環境に存在す

る人々の考え方の改善に対して現実的問題を掲げてい

る。

次いで、子育て支援ジャンルの多様化による育児者

の不安や戸惑いを覚える事例が多い（大橋 ２００６４）。

「育児支援」というキーワードに捉われて、発信する

側も受容する側も表面的支援で、一時的な、どちらか

というと疑似満足感でその場を凌ぐ場合が考えられる。

第３に、対象となる親や子への支援環境の偏重（吉

田２００８５／井上２００７６）が挙げられる。前述第２に付随

する課題で、支援環境の整備と唱えて、あちこちで講

座やワークショップ、事例発表が行われている。多量

の育児書や育児雑誌発刊が右往左往し、果たして育児

する当事者、すなわち受容する側はいずれの情報が適

切なのか、どちらを選択すればよいのかなど対処に苦

慮することになりかねない。

第４に、子育て支援の学術的研究情報の可否（山縣

２００８７）が問題視される。地域社会における実践活動

や実態調査を経て提示された情報であり、プログラム

化した活動なので、受容者のニーズや現場の付帯条件

を加味して最もフィットしている結論を導いているは

ずなのだが、研究的には情報不足ということになるよ

うだ。

そして、第５に掲げるのが、今回の課題提示要因と

なった、子育て支援のより良い体制作りとして、父親

の育児参加に対する積極的支援の在り方（青野２００９８）

を分析し、如何に現状へ還元していくかの問題提起が

目立った。

そこで、研究主旨にも挙げたように「父親の育児参

加」の実態と可能性とに照準を合わせていくことにし

たい。

４．父親を取り巻く育児支援環境

父親が育児参加しやすい環境整備の一つとして、福

井県が実施している制度がある。

「父親子育て応援企業」というキーワードの下で、

「県では、仕事と家庭の両立を進めるため、父親が家

事や育児といった家庭での役割を増やすことができる

ような職場環境づくりを進めている企業」を「父親子

育て応援企業」として表彰する制度を設け、表彰する

とともに、その活動を広く広報紙や地元新聞、さらに

福井県のホームページ上で具体的に紹介することであ

る。

全国的レベルで、福井県の代名詞、または枕詞と称

せられる程のイメージ・キーワードとなっていたのが、

「女性の就業率が最も高い県」ということ、さらにそ

れに付随して、子どもを預ける「保育所等の施設設置

数が高い県」などである。その際、重要な問題点とし

て掲げられたのが「仕事と家庭の両立を進めるために

……」といった定例表現である。これまでは福井県の

女性・母親のための形容詞句であったといっても過言

ではないこのフレーズが、現今、男性・父親のための

キーワードとして使用されていることにも注目する。

より強調された父親の育児支援への県レベルでの姿勢

が窺い知れるところである。

それでは、どのような条件で企業表彰がなされてい
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るのか確認する。

先ず、身近で整えやすい条件として、男性が家庭で

果たす役割を増やすことで、母親も父親も共に仕事と

子育てを容易に両立できるという視点に立脚した企業

である。その企業側の多様な勤務形態をとりいれた実

践への取組みが挙げられる。要するに、子育てしやす

い労働環境づくりということになろう。条件は以下の

通りである。

�次世代育成支援対策推進法に基づき一般事業主が行

動計画を策定し、その旨を労働局へ届け出ているこ

と。（従業員数３０１人以上の企業の場合）

��の一般事業主の行動計画を公表し、従業員に周知

する措置を講じていること。

�仕事と子育ての両立を支援する独自の制度を導入し、

かつ男性が当該制度を実際に利用していること。

�制度を利用しやすいよう子育てをサポートする職場

づくりに取り組んでいること。

取組み例として、次のようなものがある。

○子育て支援制度の啓発・促進を進め周知させる。

・職場における家庭教育講座

・子育て関係情報の周知

・子育て支援制度の周知

○家族時間の伸長のための措置の具体化と実践をする。

・有給休暇の取得促進

・ノー残業デーの徹底

・短時間勤務・子の看護休暇・育児休暇

○育休取得者へのサポートを図る。

・育休者への復帰訓練の機会の提供

・育休者の現職等への復帰

○子育て応援プラスワン宣言 等

以上のような条項の詳細が掲げられている。これら

は２００６年度～２０１０年度の年度ごとの改定要件を筆者の

視点からポイントを要約し、概要を記したものである

ことを了承いただきたい。

確かに企業ぐるみで育児支援体制が整えば、父親自

身が正々堂々と育児参加できるであろうし、乳幼児を

持つ家庭に対する周囲の育児支援への理解も深まるに

違いない。さらに、職場環境における理解が大きく拡

大していけば、育児参加に対する解釈も広く深く浸透

することが可能となり、子育て支援の重要性を周知さ

せるところに意義があると考える。

拠って、公的機関が公約する育児支援への体制を推

奨するためにも、ここに、実践を通して福井県内にお

ける育児参加に対する父親の志向、姿勢等を究明しよ

うとする役割も大きいと思われる。

５．実践研究の手続き

�ねらい

当実践研究のねらいとしては、福井県という地域の

独自性を念頭において、さらに、保育士養成機関とい

う立場から考察を重ねた実践プログラムを立案するも

のである。

①父親の育児参加の推進を図るものである。

いわゆる福井県の育児支援体制や先行研究における

父親の育児参加の影響を見定めることにある。

②共有キーワードを「絵本」とする。

キーワード「絵本」から保育士養成機関内の学科教

員の専門性を生かした実践活動へとアプローチする。

③次世代育成対象者である学生の実体験とする。

各学科学生自らの専門性の表現と、近未来彼女たち

自身が次世代育成のための該当者になることから、育

児支援協働活動への歩みを自覚できるるための活動に

したい。

上記②③については、指導者や場所、内容に関して、

専門分野の特性を生かし、相互に連動させやすい体制

を整えることを視野に入れている。

④地域の独自性、活動の一貫性を軸にする。

すなわち、土地柄の特異性を見通して、女性の就労

率の高さや女性が就労しやすい地場産業が定着してい

ること、さらに、家族構成において、核家族世帯や３

世代同居などの状況下での子育て支援体制を考慮する。

⑤企業主体の子育て支援を支援する。

福井県が実施している子育て支援推進体制の状況を

見極めるためにも、企業への働き掛けを積極的に実施

し、そこから検知できる父親の育児参加の在り方を検

討する。

⑥集客型と出前型の講座へのアプローチを分析する。

多方面にわたった実践講座を２形態に分類してその

効果を検証しようとするところに、当研究の主要なね

父親の育児参加への支援体制づくりに関する試論
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らいを定め、比較検証を試みた。

�実践活動開催期間と内容

この実践研究活動は、大学教育高度化推進特別費の

助成を受け、学生に福井県における父親の育児参加の

現状を認識させながら、ものつくり実践のための専門

別基礎学習を各指導教員のもとで積み重ねてきた。父

親・子ども・家族対象の「お父さん、そして家族のた

めのおもしろ絵本学講座」という講座名のもとで、実

践と発表を３年間に渡って行ったものである。異学科

学生・教員の共同実践研究体制をとっている。

「集客型」というのは、保育士養成機関の施設へ受

講希望者を集め、開催日、開催内容、開催対象者等の

要件を統一して実施する型である。「出前型」という

のは、企業等へ出かけて行って、それぞれの企業対象

者、会場、地域などのニーズに併せて開催する講座と

規定した。

表１の講座回数でみると、集客型は１９回、出前型は

２３回ということになる。主に１年次は集客型に焦点を

当て、３年次は出前型を旨として実施した。２年次は

そのいずれもの実践を試み、出前型へのアプローチの

試行期間ともなった。付帯条件として、保育士養成機

関の施設を利用するには、大学が休日であることが前

提条件となる。一方出前型は場所、時間ともに指導教

員や支援学生の時間が確保できれば調整ができる。実

質的に出前型が開催回数が多いのは、そうした調整や

融通を利かせることができることが影響したとも考え

られる。

表２の講座内容から結果的に判断できることは、例

えば、講座７・９・１０などの特別な施設設備が必要な

場合は集客型に限られる。調理実習室やパソコン室を

併用する場合などである。出前型が集中した講座は、

講座３造形遊びと講座５身体を使った運動遊びである。

父親、母親関係なく共に手軽に楽しみ、家庭において

も習得した内容を継続し再生できるところが魅力だっ

たという判断もできる。参加者数では母親（女性）の

参加が大半を占めていた。

その反面、父親（男性）の興味を惹いた講座として、

講座４・８・９が挙げられる。これは意図して開催内

容を吟味したわけでなく、偶然、講座担当の指導者が

男性教員であった。さらに担当教員自身も子育て中の

乳幼児を持つ父親でもあった。参加者数に関しては表

３で分析する。

�参加者数の推移

支援講座タイトルに「お父さん、そして家族のため

のおもしろ絵本学講座」と明記したが、全体的には両

親の参加者比率は父親４２．５％、母親５７．５％でほぼ均等

であった。集客型への父親の参加率は５０．０％で母親も

４９．８％とほぼ同率の参加であった。

しかし、出前型では父親３８．８％に対し、母親６１．２％

項目 開催期間 回数 支援の型

１年次 ２００６・７～２００７・３ １０ 集客型

２年次Ａ ２００７・７～２００７・１２ ９ 集客型

２年次Ｂ ２００７・９～２００８・３ ６ 出前型

３年次 ２００８・６～２００９・３ １７ 出前型

講座

NO
内 容 専門分野 支援の型

１ 絵本ってな～に！ 幼児教育
集客型

出前型

２ 絵本の美術的鑑賞 幼児教育 集客型

３ こころが弾む造形遊び 幼児教育 出前型

４ お父さんの心理学 幼児教育 出前型

５
からだを使った親子あ

そび
幼児教育 出前型

６
絵本から学ぶ食べ物と

からだの関係
食物栄養

集客型

出前型

７ 絵本の料理を作ろう！ 調理科学 集客型

８
パソコンで動く絵本づ

くり！
生活情報

集客型

出前型

９ 写真絵本に挑戦 生活環境 集客型

１０
デジタル絵本を音で演

出！
音楽 集客型

１１
ミニコンサート：子ど

もとクラシック
音楽 出前型

表２．支援講座の内容と型

表１．講座開催期間
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と圧倒的に母親の参加比率が高く、予測数値と逆転し

てしまった。講座開催ＰＲは、保育所、幼稚園の園児

を通じて保護者への案内チラシの配布と報道関係（新

聞・地域コミュニケーション誌）のマス・メディア利

用の手段を用い、両親のいずれの対象にも均等に告知

した。また、過去に遡って、県内の子育て支援表彰を

受けた企業へも案内を送付した。無料であることも情

報に流したことは言及するまでもない。

結果から推察すると、園児の連絡帳などのチェック

は主に母親が行っていることや、これら広報誌やニュ

ース内容に対する興味関心の有無がこの結果に繋がっ

たのではないか思われる。出前型を希望する依頼者２３

会場のうち企業からの依頼は５社（２１．７％）のみであ

った。表彰対象となった企業からは１社のみの依頼で、

あとは無反応であった。依頼された企業の情報獲得手

段は５社のうち４社が地方新聞記事による入手方法で、

その企業の福利厚生担当者、ないし企業主自身が電話

によって申し込んだ。それぞれの企業の社員に対する

姿勢、組織の在り方にまで反映するような様相が見え

てきた。

この講座を開催した要因の中で、県が優良企業表彰

の子育て支援条件の一つに、

子育て支援制度の啓発・促進を進め周知させること

・職場における家庭教育講座

・子育て関係情報の周知

と列挙していることから、その点に着目したことも事

実である。

このような背景をも視野に入れて、前述の表彰対象

となって申込まれた１企業のＫ工業の実践体制と福利

厚生担当者とのミーテイングから判断すると次のよう

なことが考察できた。

①実質的に企業が掲げた子育て支援実践の行動計画

や実施されているプログラム内容は、日々の父親自身

に対する育児時間の確保が優先されていることが明ら

かになった。従って、具体的な育児内容にまで到達す

る支援には至っていないことも判明した。確かに、父

親の育児参加のための第１歩は、育児参加のための時

間確保であるので、その点については、企業自体も優

先順位としてそれぞれのファクターに併せてプログラ

ム編成をしているのであろうと良心的に解釈した。

②「企業参加の子育て支援事業全国大会」の開催で

は、「企業参画型子育て支援事業」と称して、企業が

資金を提供し子育て中の家庭に経済的支援をする、い

わゆる「子ども手当」の民間タイプなどで、金銭的支

援も行われている。これらも子育てには不可欠の条件

と言えよう。

③父親が我が子を腕に抱いた時、その瞬間からどの

ように育児を進めていくかが戸惑うようである９。現

在父親となった彼らは、自分の成長過程で小さい子ど

もを育む大人の姿に接することも少なく、近隣社会で

の子ども同士の縦のつながりも希薄なまま成長して来

た親たちである。そこから、その具体的育児手法や精

神的な父親としての自覚を体感する機会が必要と解釈

した。

次のステップとして、具体的父親参加の育児内容プ

ログラムに参加した父親像を明確化していく。

�実践データの蒐集

子育て支援のための講座参加者の内の父親を対象に、

事前と事後にアンケート調査を実施し、分析データと

して使用した。その結果は表４のようである。

集客型は主に第１回目（平成１８年度）参加者を対象

とした調査で、出前型は第２回目（平成１９年度）に参

加した企業中心の参加者を対象としたものである。

項目
父 母 その他

Ｍ
Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

集客 ７６ ３３ ０ ３７ ７１ ０ ７９ ５２ ０ ５８

出前 ０ ９４ １３４ ０ ７８ ２８２ ０ １２ ５７ １０９．５

合計 ７６ １２７ １３４ ３７ １４９ ２８２ ７９ ６４ ５７ 単位＝人

表３．参加者数の推移
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集客型は事前・事後の調査の間に８カ月の育児実践

期間があるが、出前型では６カ月間の実践期間で、２

カ月実践期間が短い。また、集客・出前型共に事前と

事後の調査対象者数に格差が生じたのは、支援講座に

継続して参加した父親の数が後半減少していったため

と、開催期間中複数の講座に参加した父親に対して調

査用紙を配布する結果となったためである。

６．実践によるアンケート調査の結果と考察

アンケート調査の回答法は、プリコード回答法（単

数・複数指定回答法）と５段階評価を併用して実施し

た。また、アンケート調査の分析項目は、内閣府少子

化対策世論調査」「厚生労働大臣官房統計情報部」

「Benesse 次世代育成研究所」等の調査データと対

比を試みるため、それらの一部項目に併せた共通項目

を用意した。

�養育中の子どもの数

図１の子どもの数から分かるように、出前型では育

児経験年数の多い父親の参加が目立っている。それと

対比できる形で、第１子のみを持つ父親の参加率は集

客型で３３．３％に対して、出前型で１０．６％である。これ

は、子育て経験値が高いほど実践講座への参加を必要

としない結果として受け止めた。

集客型で第１子のみの父親は、子育て経験が浅いた

め、自分の時間を割いてでもこれら育児実践講座に参

加しようという意欲が現れていると思う。一方企業参

画出前型の参加者は企業側からの要請があったり、場

所移動の必要もなく身近に開催されるので、育児経験

者の参加が高く、興味の度合いに関係なく、参加を試

みる傾向にあるとも推し量れる。経験の有無が子育て

に対する寛容な態度に現れるか否か、さらに具体的育

児に対する方策にも豊かに反映するか否かの場面とし

て表出されてくるようである。

図２夫の休日の家事・育児時間と２子以降の出生状

況は、厚生労働大臣官房統計情報部の「第６回２１世紀

成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）２００９」

によるものである。５カ年間の調査で、家事・育児時

間の多い夫の家庭には第２子以降の誕生率が高いこと

が分かる。育児体験をすることで、育児の困難さも習

得するであろうが、それ以上に子育ての楽しみや子ど

講座 項目 事前 事後

集客型

延べ対象数 １０９ ５９

配布数 ５７ ４９

回収数 ４４ ４０

回収率 ７７．２ ８１．６

出前型

延べ対象数 ２２８ ６３

配布数 １３１ ５５

回収数 ８２ ３８

回収率 ６２．６ ６９．１

表４．アンケート調査対象者（父親）数

図１．養育中の子どもの数

図２．夫の休日の家事・育児時間別にみた５年間の第２子以降の出生状況
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もの成長、命の大切さなどを体感でき、プラス思考に

向かっていき、第２子誕生につながる傾向にあること、

また、夫婦が共に協力し合って育児を向上させるから

こそ第２子への期待も膨らむのであろうと考える。し

たがって、当実践研究の参加者にも、第１子誕生の時

点で「父親」に目覚める時期に、多くの保育実践の楽

しみを身につけてもらえる環境・体制づくりが必要で

あると考察した。

�子どもと係わる時間

次いで、図３の帰宅時間の相違からみてみよう。集

客型と出前型で格差の目立つのが、１７時・１８時・２１時

・２２時の時間帯である。前半１７時・１８時に帰宅するの

は集客型の父親に高く、後半２１時・２２時に帰宅の高い

のが出前型の父親である。これは子どもの人数と関係

するようにも思われる。すなわち第１子のみの父親は、

年齢的に若い、就業経験が浅い、職場における重職を

まかされていない、拠って、意図して講座参加がしや

すいのではないかと考察した。その対極にいるのが２

子、３子を持つ父親ということである。子育て支援講

座などに対して、興味のある内容であれば参加する程

度の姿勢と気持なのだろうと考える。要するに積極的

姿勢と意欲は集客型の父親ほどないと思われる。年齢、

勤務年数、仕事内容、通勤時間などの付帯条件が異な

ることによる格差も否めない事実である。

１９時・２０時台に帰宅する父親が最も多いことも判明

した。これが、いわゆる福井県における一般的家庭の

父親像とみた。例えば、日本、アメリカ、フランス、

韓国の父母が子どもと関わる時間を平日・休日毎にみ

た調査がある１０。

日本の父親の場合、休日の関わり合いはフランス・

韓国よりも多く望ましい傾向にあるが、平日は４カ国

の中で最も低く４４分程度である。その分、母親の子ど

もとのかかわり時間が多くなり、この点が母親の負担

につながる。アメリカでは両親ともに平日・休日を問

わず子どもとの関り合いには多くの時間を費やしてい

ることも事実である。

子育て支援講座の事前、事後における帰宅時間や子

どもと係わる時間に変化は全くないことも分かった。

講座開催時期から判断すると、時期的、季節的に年度

末の企業の仕事内容のまとめ時期であることや、転勤

とか異動などの要因も並行して考慮する必要があるこ

とも判明した。いわゆる時代や世相は大きく変化して

いても、日本人本来の企業戦士的位置づけや子どもを

持つ父親に対する職場環境は大きくは変化がないとい

うことであろう。

しかしながら、当実践研究講座の効果がわずかでは

あるが見受けられることも検知した。それが具体的家

事参加における父親の参加である。

�家事参加への関り

集客型と出前型の事前事後調査の対象となった父親

における行動変化が見受けられるのが、家事参加であ

る。

図４でみていくと、集客型は支援講座受講以前から、

家事・育児に参加し積極的姿勢が見受けられる。しか

し、事後に大幅な変化に乏しいところが判明した。一

方、出前型は受講後隔日とか週に数回の割合で、わず

図３．帰宅時間の相違 図４．家事参加状況の変化
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かではあるが、家事参加が増加傾向にあることが分か

った。ただ、参加することだけを推奨し、その有無に

だけ目を向けていると危険なことがその背景にあるこ

とも父親のアンケート調査記述欄から判明した。それ

は、子どもとの接点が見い出せず、自信がないまま父

親という言葉に左右され、行動せねばならないという

負担と現実の実践との狭間で思い悩むことも多いとい

う。この事象については、ベネッセ次世代育成研究所

の全国調査で具体的な情報を得ることができる１１。

子育てに自信のある夫婦もそうでない夫婦も、子育

て生活の中で、ストレスが溜まることが大変多いので

ある。その第１は「自分のための時間を確保するのが

難しい」であり、妻７６．３％～８７．８％、夫５９．０～６８．９％

とあり、賛同する意見である。第２のストレスで妻は

「自分一人で過ごすスペースを確保するのが難しい」

５０．３～６２．６％、第３は「住居の間取りの使い勝手が悪

く、家事や育児がしづらい」が３６．１～５０．０％を示す。

一方、夫の第２位は「夫婦２人のための時間を確保す

るのが難しい」が６３．７～７１．３％、第３位「大勢の人が

いるような公共の場所で子どもの扱いに困る」が３３．３

～４５．０の割合で示されている。室内におけるストレス

は妻の方に、屋外でのストレスは夫にみられるのは、

当調査でも帰宅時間と家事参加状況の比率等で一致す

る。それだけ子育ては自分以外の者に対して働きかけ

る行為で、かつそのまま放置すれば生命の危機に陥り

かねない相手を対象にしているため、それなりの気配

りが必要なことがより強く感じているようである。

�実践活動における事前事後の変化

表２のような育児活動へアプローチした結果、最も

効果が顕著だったのが「絵本の読み聞かせ」の変化で

ある。集客型では毎日・週１回の読み聞かせ活動が増

加した。出前型では全体的育児参加への数的変化が乏

しいにもかかわらず、この「読み聞かせ活動」に限っ

ては変化が見られた。毎日・隔日・週２回・週１回・

月２回など回数の増加が窺えた。それだけ子どもと接

する時間が増えたと解釈したい。出前型では、「絵本

の読み聞かせ」といった最も簡便で、時間も技術も要

するわけでなく、自分も楽しめる物語世界があること

に気付いたという見解が付されていた。やはり子育て

ベテラン組の参加率の高い出前型における父親達に、

気付きのきっかけとなったことは効果的と言えよう。

７．まとめ

以上の結果から次のようなまとめとした。

�受講者の傾向

①受講者の年齢差では、出前型が幅広く、集客型は

差が少ないことが判明した。

②集客型には第１子を持った参加者が目立った。育

児スタートに対する興味関心も高く、意気込みも強く、

年齢層も若く、積極的姿勢が見受けられた。

③出前型では、第２子、第３子を持つ親が多く、子

育ての背景には、すでに経験が伴っていて育児慣れの

構えで積極性に乏しい。

④出前型は育児慣れという経験値から、反って子ど

もの現実に即した、簡便な絵本の読み聞かせなどの具

体的実践を取り入れやすく、その効果が現れた。

�支援講座の型

①集客型は連続講座開催のため継続的参加が可能な

ので、育児実践の刺激を受けやすい。それに比べ出前

型は１回完結により、事後家庭での育児参加の実績が

具体化しにくかった。

②出前型の場合、その開講体制上父親の参加数は多

いが、事後調査では家庭における実践の変化に乏しく、

育児参加の進捗状況も相互に見えにくかった。

�福井県子育て支援体制づくり活動との連携

①福井県の「父親子育て応援企業」として知事表彰

された企業から当講座への申し込みは１件に留まった。

企業内の子育てに関する労働条件は整備されつつある

ようだが、１歩踏み込んだ父親自身に対する具体的育

児参加必須条件の内容検討が必要と考えられる。

②今回の調査で「仕事と家庭の両立を図れる支援を

望む」父親の記述意見が３点見受けられた。図５の公

的機関への要望でも、「仕事と家庭の両立支援と働き

方見通しの促進」「子育てにおける経済的負担の軽減」

「妊娠・出産の支援」と３位までに挙げているように、
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県内企業の５社の方針にしか触れることができず、よ

り企業の子育てに対する支援力、企業の協力がなくて

は、両親で子育てと仕事を両立させることはむずかし

いことが見えてきた。

�父親の育児参加の具体的実践活動

①子どもの相手をすることとは、身近で手軽な実践

として、入浴、絵本の読み聞かせ、見守りなどがしや

すく、事後の調査結果にも反映していた。

②見守り、抱っこは「いつ？」「どのように？」な

ど、まだ実践段階に至らない父親が５割近くを占めて

いる実態があり、実体験の必要性を痛感した。

③母親の意見として、集客型、出前型のいずれの調

査にも、父親に対して毎日１５分～３０分子どもの相手を

してくれること、または１５分～３０分母親の育児相談や

話相手になってくれること、それで精神的疲労が回復

することが痛切な事実として挙げられていた。

この点については図６でも明らかなように、「育児

の悩み相談」や「話し相手」の要求は全国同様である

ことが分かった。その最も適した人物こそ夫（父親）

に他ならないことを再度明記する。

④保育士養成機関としての役割は、具体的で子ども

の環境に即応した実践やコミュニケーションの取り方

に関したワークショップが望ましいと考える。

⑤参加人数や企業の理解を深めるには、出前型が不

可欠であると検証した。
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９．三ツ木愛美／角山智美／深谷悠子「NICUにおける父

親育成に向けた援助と対児感情の変化」『日本農村医学

会雑誌』pp．９０‐９３，２００９，及び、当該実践研究事後ア

ンケート調査における記述にて記載されていた父親の意

見による。

１０．「子どもに関わる時間」連合総合生活開発研究所「生

活時間の国際比較２００９」日本子ども家庭総合研究所『日

本子ども資料年鑑２０１０』KTC中央出版 p．８８

図５．少子化対策に期待する政策

図６．子を持つ親にとってあればいいと思う地域活動

父親の育児参加への支援体制づくりに関する試論

―１２９―



１１．「子育て生活でのストレス」Benesse 次世代育成研究

所「第１回妊娠出産子育て基本調査フォローアップ調

査」２００９

尚、図２、図５、図６は、日本子ども家庭総合研究所『日

本子ども資料年鑑２０１０』KTC中央出版 ２０１０ pp．８２‐８９

から転載したものである。
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